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近江の地場産業および近江の地場産品の振興 

に関する条例（案）（たたき台） 

 

本県の地場産業は、長い歴史の中で先人の知力によって育まれ、地域の雇用を支

える等、地域経済の中心的な役割を果たすとともに、地場産業から生み出される地

場産品の価値を全国に発信してきた。 

少子高齢化等の社会経済情勢の変化に伴い、国内の需要、雇用や就業の形態等が

多様化し、産業構造が変化する中で、法律や条例による中小企業に対する支援が行

われているにもかかわらず、地域を基盤とする地場産業への取組の効果は埋没して

おり、経営の規模が小さく、生産の効率を高めにくい地場産業は、その存続が危ぶ

まれている。 

地域を代表する地場産業や地場産品は、地域の住民にとっては誇りであり、地域

の住民がこの誇りを取り戻し、持ち続けるようにするためには、地場産業や地場産

品の更なる振興を図ることにより、近江の地場産業や近江の地場産品がその持つ力

を最大限に発揮し、これまで地域で担ってきた役割を十分に果たせるようにしてい

くことが必要である。 

さらに、地場産業や地場産品に対する支援をこれまで以上に重点的に推進するこ

とにより、地場産業を活性化し、雇用の機会を創出できる成長産業となるように育

成していくとともに、関係者が互いに連携を図りながら協働して、地場産業が主体

となった豊かな地域づくりを進め、地域の個性と特色を生かした地方創生を実現し

ていくことが必要である。 

私たちは、近江の地場産業や近江の地場産品の振興の重要性を認識し、近江の地

場産業の水準の維持や向上、近江の地場産品の需要の拡大等を図ることにより、県

民経済の健全な発展が実現できるよう、近江の地場産業や近江の地場産品を振興し

ていくことを決意し、ここに近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する

条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関し、県の責

務ならびに近江の地場産業事業者および県民の役割を明らかにするとともに、近

江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策の基本となる事項を定め、

近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を総合的かつ計画的に
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推進することにより、近江の地場産業の水準の維持および向上ならびに近江の地

場産品の需要の拡大を図り、もって県民経済の健全な発展に寄与することを目的

とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「近江の地場産業」とは、歴史、風土その他の地域の特

性、経営資源等に基づき県内の地域に密着した中小企業に係る企業群であって、

次の各号のいずれかに該当するものが行う事業をいう。 

(1) 一の市町の区域または２以上の市町の区域にわたる区域において一定の業

種に係る工業出荷額が５億円以上であるもの 

(2) 一の市町の区域における工業出荷額または工業に属する中小企業の割合が

100 分の 10 以上である業種であるもの 

(3) 一の市町の区域における一定の業種についての工業に属する中小企業の数

が 10 以上であるもの 

２ この条例において「近江の地場産業事業者」とは、県内において近江の地場産

業に属する事業を行う者をいう。 

３ この条例において「近江の地場産品」とは、次の各号のいずれかに該当する物

品をいう。 

(1) 近江の地場産業で製造される物品であって、知事が認めるもの 

(2) 伝統的な技術、技能等を用いて県内で製造される工芸品であって、次のいず

れかに該当するもの 

 ア 伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和 49 年法律第 57 号）第２条第

１項の規定により経済産業大臣が指定した伝統的工芸品 

 イ アに掲げる伝統的工芸品に準ずるものとして知事が別に定めるところに

より指定した伝統的な工芸品 

(3) 県内で生産される伝統的な農産物、林産物、畜産物および水産物ならびにこ

れらを原料または材料として製造し、または加工した物品であって、知事が認

めるもの 

 

（基本理念） 

第３条 近江の地場産業および近江の地場産品の振興は、次に掲げる事項を基本

理念として行われなければならない。 
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(1) 近江の地場産品の価値を高め、その新たな価値を生み出すとともに、その

価値を広く周知すること等により、近江の地場産品の需要を拡大すること。 

(2) 近江の地場産業事業者の育成および支援を図ることができるよう、近江の

地場産業事業者の経営基盤の強化を図ること。  

(3) 関係者が相互に連携を図りながら協働して、地域の特性を生かすとともに、

社会経済情勢の変化に的確に対応した新商品の開発、新たな販路の開拓およ

び多様な分野における事業の展開を推進すること。 

(4) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興の担い手となる人材（以下「担

い手人材」という。）の確保、育成および資質の向上を図ること。 

 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、近

江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する総合的な施策を策定し、およ

び計画的に実施するものとする。 

２ 県は、前項の規定による施策の策定および実施に当たっては、近江の地場産業

事業者、市町、大学等の研究機関その他関係者との連携協力に努めるものとする。 

３ 県は、基本理念にのっとり、近江の地場産品の需要の拡大を図る社会的気運を

醸成するとともに、近江の地場産品を積極的に活用し、または使用するよう努め

るものとする。 

４ 県は、市町が近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を策定

し、および実施するときは、必要な情報の提供、助言、支援または調整を行うも

のとする。 

 

（近江の地場産業事業者の役割） 

第５条 近江の地場産業事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念に

のっとり、常に創意工夫を行い、その能力を十分に発揮すること等により、近江

の地場産業の水準の維持および向上ならびに近江の地場産品の需要の拡大に努め

るものとする。 

２ 近江の地場産業事業者は、その事業活動を行うに当たっては、県が実施する近

江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。 

 



4 
 

（県民の役割） 

第６条 県民は、基本理念にのっとり、近江の地場産業および近江の地場産品に対

する関心および理解を深めるとともに、近江の地場産品に愛着を持ち、日常生活

において近江の地場産品を積極的に使用するよう努めるものとする。 

 

（基本指針） 

第７条 知事は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策の総合

的な推進を図るため、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する基本

的な指針（以下「基本指針」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する基本的な方向 

(2) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する目標 

(3) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策の内容 

 (4) その他地場産業および近江の地場産品の振興に関する重要事項 

３ 知事は、社会経済情勢の変化その他事情の変化により必要が生じたときは、基

本指針を変更するものとする。 

４ 知事は、基本指針を策定し、または変更したときは、遅滞なく、これを適切な

方法により公表しなければならない。 

 

（近江の地場産品の需要の拡大） 

第８条 県は、近江の地場産品の需要の拡大を図るため、新商品の開発に関する支

援、インターネットその他情報通信技術の活用による情報の提供、国内外の多様

な需要に応じた商品の販売、商談会等の開催による新たな販路の開拓の促進その

他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（近江の地場産業事業者の経営基盤の強化） 

第９条 県は、近江の地場産業事業者の経営基盤の強化を図るため、経営の改善お

よび合理化、資金の供給の円滑化その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（近江の地場産業事業者の新商品の開発等） 

第 10 条 県は、近江の地場産業事業者の競争力を強化し、近江の地場産品に対する

新たな需要を開拓するため、新商品の開発等を図るための調査研究、多様な分野
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における事業の展開の促進その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（担い手人材の確保、育成および資質の向上） 

第 11 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興を図るため、担い手

人材の確保、育成および資質の向上その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（顕彰） 

第 12 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興を図るため、近江の地

場産業および近江の地場産品の振興に寄与した者に対する顕彰を行うものとする。 

 

（普及啓発等） 

第 13 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品に対する関心および理解を深

めるため、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に向けた普及啓発、多様

な学習の機会の提供その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（調査分析等） 

第 14 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、定期的に近江の地場産業および近江の地場産品の振

興に関する実態について調査を行い、当該調査に係る情報および資料を分析し、

ならびに提供するものとする。 

 

（実施状況の公表） 

第 15 条 知事は、毎年度、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施

策に係る実施状況を公表しなければならない。 

 

（推進体制の整備） 

第 16 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、体制の整備、関係者による協議会の設置その他必要

な措置を講ずるものとする。 

 

（財政上の措置） 

第 17 条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を推進す
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るために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


